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１．問題と目的 

 企業の人的資源管理（HRM：Human Resource Management）において自律型キャ
リアの重要性が問われるようになって久しい。この文脈における自律型キャリアとは、

「独立独行（self-reliance）のキャリア意識」(Bellar,et al.)を持って、「1 つの仕事・
会社・キャリアパスにしがみつくことなくキャリア競争力を高めていく」（Warterman, 
et.al.,1994）ことであろう。すなわち自分の価値観をベースにしたキャリアの重要性
の認識および自己意志に基づく主体的で競争力あるキャリア発達を意味しよう。それ

ゆえ、自己概念の確立とキャリア発達におけるその発揮を唱える内的キャリア論が実

務に応用されるようになった１。たとえば、キャリアの規定因に自己概念（才能・動機・

価値観）を位置づけるキャリア・アンカー論（Schein,1978,1990）や、日常の能動的
な行動変容が予期せぬキャリア機会の僥倖をもたらすという Planned Happenstance
論 (Mithcell,Levin,& Krumboltz,1999)が注目を集めている。キャリアの節目ないし移
行期にこれまでの来し方を回顧し、将来のキャリアをデザインすべきとする

Transition 論（Nicholson＆West,1988; 金井, 2001,2002a）をベースにした企業内キ
ャリア研修も盛んになった。自己理解を促しながらキャリア発達を支援するメンタリ

ングやキャリア・カウンセリングへの近年の注目と期待もその潮流にある。同時に、

自律型キャリア意識を基礎にして自己選択型キャリアを奨励する新たな制度も導入さ

れつつある。たとえば社内公募制度（求人型）や社内 FA 制度（求職型）など個人の側
から仕掛ける人事異動の仕組みや、複数の教育メニューを用意しアラカルトで社員に

選ばせる選択型教育の拡充である。 

しかし、HRM においてなぜ自律型キャリアがクローズアップされてきたのかははっ
きりしない。たしかに１つの説明原理はエンプロイヤビリティ（就業可能性）に関わ

る（奥林 ,2003）。つまり日経連報告書（1999）が端緒となって、これまでの長期的な
雇用関係のなかで能力を育成してきたことのメリット・デメリットを再検討しようと

する動きに結びついている。エンプロイヤビリティとは、理論的には、流動的な労働

市場を前提とし、社員は自分の意志で自由に離職でき、会社は離職がありえることを

考慮の上で、他社でも通用しうる職業能力の育成に投資することであるから（奥
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林,2001）、会社と個人の社会的契約は雇用保障からエンプロイヤビリティに取って代
わる（森田 ,2001）。ゆえに自律型キャリアが奨励されることになる。しかし現実は、
日本の労働市場の流動化は進んでいないし（樋口,2001）、市場相場が企業内の賃金構
造に影響を与えているとも言いがたい（三谷 ,2003）。自律型キャリアの奨励は外的要
因に根ざしているのではなく、企業組織の内部構造の変化によって要請されていると

考えるほうが実態に合っている。 

また自律型キャリアは前提に社員は自律した存在であることをおく。しかし、これ

までの日本の大企業の様式化された HRM(e.g., Aoki,1988; Itho,1994）、なかでも長期
雇用関係に基づく人事部主導のキャリア形成は、労働市場や法規制など一国の他のシ

ステムおよびそのようなシステムが生成してきた歴史的経路と制度的補完性があるか

ら、変化を忌避する頑健性があって人事管理システムや人材タイプはそうたやすく変

わらない（青木 ,1989,1995）。それゆえ日本企業では、個人は「したいこと」を見出し
がたく（藤田 ,1999）、組織も自律的にキャリアを形成していける人材（以下、自律型
人材）とはいかなる要件（資質・能力・行動特性）を兼ね備えているのかをよく分か

っていない。自律型という魅力的ではあるがキャッチーな言葉を曖昧に捉えるのでは

なく、自律型人材とはどのような特性を有するのか、そしてまたなぜそのような人材

が希求されるようになったのかを明らかにすることが重要となろう。 

そこで本研究では２つのリサーチクエスチョン（RQ）を設定する。第１に企業の組
織構造の変容の内実と自律型キャリアのかかり合いを企業の経済学で議論される情報

の非対称性問題のもとに考察し、一連の自律型キャリアを支援する施策が組織構造の

変容に応じて要請されていることを実証的に明らかにする（RQ1）。第２に、自律型人
材とはどのような特性を有するかを、「分化に応じた統合」という発達心理学の概念

（eg.,Erikson,1982; Kegan,1982; 理辺良 ,1989）を用いて２、発展してきた Transition
論（金井 ,1996a,1996b）を検討し、あわせて自律型人材の特性を仮設した尺度を作成
しその構造を明らかにする。（RQ2）。 
 

２．研究の方法 

 RQ１では、情報通信機器メーカーA 社の組織モードの変容（情報システム特性と人
事管理特性の補完的変化）、具体的には意思決定を分権化するカンパニー組織の採用と

社員の格付け制度改革の内実を俯瞰しながら、自律型キャリア支援施策が、その構造

的変化（具体的には組織モードの変容およびそれにともなう個人情報の非対称性の拡

大）にたいする統制行動であるという解釈を実証する。方法は A 社人事企画マネジャ
ーにたいする聞き取りである（2002 年 7 月と 2003 年５月の２回実施）。RQ２では質
問調査票を用いる。対象は製薬メーカーB 社の 30 歳のホワイトカラーである。 
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３．情報通信機器メーカーA 社の組織モードの変化 
（１）組織モードの類型 

企業組織のマネジメントの仕組みを構成するのは、１つに「分業と調整」の仕組み

であり、今ひとつは社員の努力の水準と方向性を決定づける「インセンティブ」の仕

組みである（Aoki,2001,Ch.4,Ch.5；伊藤 ,2002）。組織を情報処理機構として捉えれば、
組織メンバーは職場にある個別情報とそれを連結したシステム情報を処理しながら決

定している。しかし、個人の情報処理能力は限定づけられた合理性（ bounded 
rationality）のもとに限界がある（Simon,1969,1976）。それゆえ組織はその範囲で最
大の合理性を確保するために組織構造（階層的システム）を構築し、組織内情報を単

純化することによって個人の認知能力の限界を克服しようとする。その際、情報処理

の範囲を切り分けるのが分業であり、同時に個々の決定が全体として首尾一貫するよ

うに調整（コーディネーション）できるようにする仕組みが必要となる。したがって

「分業と調整」は企業の「情報システム（情報処理・コミュニケーション・決定のシ

ステム）特性」と同じことである（青木 ,1995）。他方、組織の個々のメンバーが「分
業と調整」の仕組みと一貫した技能形成、情報処理、そして意思決定を行うように動

機づけるインセンティブ・システムを設計する必要がある。 

日本企業のインセンティブ・システムは、長期的雇用関係、ランクヒエラルキー（具

体的には職能資格制度）、集権化された本社人事部、の３つである（伊藤 ,2002）。ここ
ではそれらをまとめて「人事管理特性」と呼ぼう。このランクと職務との関係は大括

りであって、したがって特定の仕事と賃金は明確には結びつかず、幅広いジョブロー

テーションをかけるのに適している。日本企業の従業員はこのランクヒエラルキーの

もとで、文脈的・統合的技能を発展させ、同時に組織の中で互いに協力しあいながら

持続的に貢献していくインセンティブが与えられる。要するに、日本企業にとって、

長期雇用関係を前提にランクヒエラルキーによる従業員のキャリアを管理することは

非常に重要な職務であって、それゆえ人事機能は本社人事部に集権化される（伊

藤 ,2002）。  
他方、日本企業のコーディネーションは、環境適応の過程で継起する諸問題は職務

をあいまいに割り付けられた組織メンバーの情報共有にもとづく集団的かつアドホッ

クな問題解決行動が先んじる。対極にあるのがアングロアメリカン・システムであっ

て、垂直的ヒエラルキーのもとで、意思決定権限はマネジメントに集中され、問題解

決行動は明確な権限関係と職務境界によって形づくられるヒエラルキーに沿って行わ

れる。これら２つの「情報システム特性」のタイプは「人事管理特性」と補完関係が

ある（Aoki,2001,Ch.5）。それゆえ、日本企業の「人事管理特性」は本社人事部に人事
権を集権化されインセンティブ・システムは組織志向的である。アングロアメリカン

のそれはラインに分権化されインセンティブ・システムは市場志向的である（青

木,1989）。 

日本モデル（情報システム特性の分散化と人事管理特性の集権化の組み合わせ）と
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アメリカモデル（情報システム特性の集中化と人事管理特性の分権化の組み合わせ）

として類型化される組織の様式をここでは組織モードと呼ぼう。個別の企業の管理組

織と作業組織の関係は、この２つの軸の組み合わせによって描かける４象限上にプロ

ットされる組織モードとして類型化できるのである。しかも、それは本社とビジネス

ユニットの関係にも拡張できよう（平野 ,2003c）。この２つの軸は互いに分かち難く補
完関係があるから一方の特性の程度が変われば、それに応じてもう一方の程度もそれ

と適応的に変化する（青木 ,1989）。仮に情報システム特性が集中化されるのであれば、
人事管理特性は分権化される。逆もまたしかりである。 

 

（２）情報システム特性の変化 

 さて、Ａ社は 2000 年にそれまでの事業部制を改めカンパニー制へ移行した。という
のは事業ごとに市場のニーズに的確かつ素早く対応し、事業特性を踏まえたビジネス

モデルを追及、また、性格の異なる事業の独立性と透明性を高め、各事業における自

己完結型責任経営を徹底するためである。 そこで、Ａ社の情報システム特性の変化

を見るために、まず Ansoff(1965 )にしたがって、企業における様々な意思決定を、戦
略的決定、管理的決定、業務的決定の３つに切り分けて、それがどのように変化した

かを確認してみよう。そこで各々の領域に関わる質問項目を仮設し、カンパニー制導

入前（1999 年以前）とカンパニー制移行後（2003 年現在）に分けてそれがどのよう
に変化したかを尋ねた。スコアは、｢1.ほとんどカンパニーがイニシアテチブを保持す
る－2.どちらかといえばカンパニーがイニシアチブを保持する－3.どちらともいえな
い－4.どちらかといえば本社がイニシアチブを保持する－5.ほとんど本社がイニシア
イブを保持する｣の５段階で回答を得ることにした。結果は図１のとおりである。 

図１  戦略的意思決定／管理的意思決定／業務的意思決定の集権 /分権の変化  
   ＜戦略的意思決定＞   ＜管理的意思決定＞ ＜業務的意思決定＞  
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以前の事業部制のもとでは、戦略的決定の領域は一定の留保がなされ、管理的決定

と業務的決定は分権化されていた。これがカンパニー制への移行とともに戦略的決定

領域の分権化も進んできている。 

他方、モニタリングは情報を会計情報として捉えどのくらいの頻度で本社に収集し

ているかを、カンパニー制移行の前後に分けて尋ねた。質問項目は伊藤ら (2002)を参
考に作成した。具体的な質問項目は、①カンパニーの財務会計情報（貸借対照表）の

収集の頻度、②カンパニーの管理会計情報（損益計算書）の収集の頻度、③カンパニ

ーの経営指標（EVA、ROE、EBITDA など）のモニタリングの程度、④本社 CEO と
各カンパニー長との間の各種の会議への出席、業務上の報告や相談を通じて、頻繁な

やりとりの頻度についてである。①から③は｢1.年次－2.半期－3.四半期－4.月次－5.
週次－6.日次｣の６段階で、④は｢1.全く行われていない－2.年に 1 回－3.半期に 1 回－
4.四半期に一回－5.月次－6.週次以上｣の６段階でスケール化した。結果は図２のとお
りである。  

 

カンパニー制になって｢本社によるモニタリング｣と｢各種の会議への出席、業務上の

報告や相談を通じて、頻繁なやりとり｣は強化されている。一方、｢財務会計情報の頻

度｣と｢管理会計情報の頻度｣は不変である。しかし、そうであっても同社は 2000 年度
から四半期決算を本格的に導入して、会計情報の収集をシステマチックに行うように

なった。現在の具体的な経営指標については、｢売上･営業利益、ROA 等の財務指標｣
から、それらに加えて｢社員満足度｣、「BSC（バランスト･スコア･カード）方式｣が採
用されている。  
以上明らかなように、A 社では決定権限が広範にカンパニーに委譲される一方でモ
ニタリングは強化されている。Williamson（1975）が主張した「Ｍ型組織（多数事業
部制）はＵ型組織（職能別組織）より効率的である」は、戦略的決定領域の集権化と

管理的決定・業務的決定領域の分権化の組み合わせの条件付である。Ａ社では管理的・
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業務的決定領域はもとより戦略的決定領域の分権化も進行している。しかし、同社は

カンパニー化と同時に本社機構を統括本社機能とコーポレートサービス機能に再編し

ている。統括本社機能には戦略・統制機能を集約させ、Ａ社本体およびグループ関連

会社全体の統括機能を強化している。戦略的決定領域の本社による介入は部分的に抑

制されるとしてもモニタリングの強化によってグループ全体最適を図ろうとしている。 

 同社における一連の経営機構改革に鑑みれば、決定権限の分権化は情報処理の集中

化（モニタリング強化）による匡正活動の強化に特徴づけられるのであって、組織モ

ードの「情報システム特性（情報処理・コミュニケーション・決定のシステム）」の軸

はヨリ集中化したと捉えうるのではないか。 

 

（３）人事管理特性の変化 

 「情報システム特性」の集中化は「人事管理特性」の分権化を補完的に促す。図３

は人事管理にかかる権限がカンパニー制移行にともないどのように変化したかを示し

ている。スコアは先の質問と同様で、｢1.ほとんどカンパニーがイニシアテチブを保持
する、3.どちらともいえない、5.ほとんど本社がイニシアイブを保持する｣の５段階で
回答を得ている。  

 

 結果は人事管理の多くの分野でカンパニーへの権限委譲が進んでいる。中でもイン

センティブ体系の骨格である社員の格付けがカンパニーに分権化されていることが注

目される。社員の格付け制度は人事制度の基本システムであり（今野・佐藤 ,2002）、
それを職務主義に変えるがゆえに、すべての人事システムが連動して再設計されるこ

とになる。すなわち同社において、賃金・賞与決定、人事考課、能力開発・キャリア
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開発など分権化が進んだ項目は社員格付け制度改革と整合的である。というのは以下

の理由による。 

社員格付け制度改革 

A 社はカンパニー制移行と軌を一にして職能資格制度を職務等級制度へ転換した。
同社は職務遂行能力を 13 段階で格付ける職能資格制度を廃止し、M（マネジャー）区
分、S（スタッフ）区分、SP（スペシャル）区分をいう３つの職群に切り分け、さら
に 10 の職務等級（A 社は役割等級と称す）に再編している。 
職能資格制度とは、会社が認めた職務遂行能力のレベルに応じて資格等級を設定し、

資格に社員を格付けして昇進や賃金決定をしていくシステムであって、人（能力）を

等級の決定基準とする。その際、人事部に人事情報を集約し、人事部が全社的なイン

ターナルバランスをもとに社員の格付けを決定する。他方、職務等級制度とは職務に

必要とされるスキル、責任、難度などを基準として職務価値（ジョブサイズとも称さ

れる）を決め、職務価値に従った職務等級を設定し、昇進や賃金決定などの基準にす

るシステムであって、職務を等級の決定基準とする。その際、あらかじめ決められた

基準にそってラインマネジャーが格付けを行う。職能資格制度は日本の大企業におい

て広く採用されており（厚生労働省「平成 11 年雇用管理調査」によれば 5000 人以上
の企業の 93.4％）、たいして職務等級制度はアメリカ企業において一般的である（笹
島 ,2001）。両者はどちらも長短あわせもつが、設計原理の違いからもたらされる運用
上の傾向は表 1 のように示せる（平野 ,2003ｄ）。  

表１ 職能資格制度と職務等級制度の運用上の傾向

少数化

（ブロードバンディング化）

多数化

（等級数の増加によるインセンティ
ブ確保）

等級数の増減

ラインマネジャーの裁量が拡大人事部門で集中管理格付けの決定権

貢献度を反映・職務の市場価値も
考慮した水準調整

生活主義で年齢に応じた水準調
整も考慮

賃金水準の調整

実力重視年功（経験）重視昇格者の選抜

厳格で協働を抑制あいまいで協働を促進職務範囲

社員はキャリア開発に意欲社員は能力開発に意欲インセンティブの対象

人事異動によって処遇が変わるた
め配置が固定化しやすい

人事異動の柔軟性を確保できる
のでジョブローテーションが活発に
なる

人事異動

職務等級制度職能資格制度

出所 平野（2003ｄ）

 
A 社では職務等級制度の導入、それゆえの人事権（個々人の格付けおよび異動の起
案・決定）のラインマネジャーへの委譲にともない、ジョブローテーションがやりに

くくなることを懸念し、職務等級を大括りにするブロードバンディング化という対策



 8

を施している（図４参照）。というのは、Ａ社は幅広いジョブローテーションによる人

材育成という日本的な人事管理を放棄していないからである。厳密な職務主義による

格付けは人材を特定の仕事に固定化する（このことは専門技能の発展を促すのである

が）、その抑止のためにブロードバンディング化が要請されたのである。 

図４ A社のブロードバンディングされた職等級制度

ローテーション
との関係

ローテーション
との関係

異動方向が上位役割に限定され柔軟な
ローテーションができないのでは？

現在の職能等級制度下では、仕事が変わっても
処遇の変化はないので、柔軟な異動が可能である

＜新人事制度における考え方＞
①役割グレーディングをブロードバンド（大括りの範囲）で設定する。

役
割
価
値
評
価
点

役割

細かい階段を設定するのではなく、大括
りのグレーディングを設定し、役割給を
範囲で設定する。

②社員一人ひとりのキャリアプランの実現に向けて、社内公募の拡大を図る。

●
●
●
●

●
●
●
●
●

●
●
●

Ｇ５

Ｇ６

Ｇ７

出所：A社社内資料  

 

人事部の役割の変化 

同時に A 社は人事管理の分権化にともない人事部の役割も変えている。具体的には、
イ）コンサルタントとしての役割（人事スタッフをコンサルタントのように各ビジネ

スユニットに配置し、部門責任者の裁量権の行使の適正化をはかる）、ロ）社員代表と

しての役割（サーベイや面接を通じてマネジャーの裁量権の社員への受け入れられ方

などを明らかにする）、ハ）マネジャーの支援者としての役割（公募サポート、評価、

職務開発、職務と人材のミスマッチ解消、メンタルヘルスなど）、ニ）監査役としての

役割（マネジャーが適切に制度を運用しているかを監視）である。このように、職務

等級制度への転換は、人事部の役割変容とラインマネジャーの人事権の裁量拡大とい

った変化をもたらす。そのことはまた以下の問題を生じせしめる。１）マネジャーの

評価能力いかんによって公正さが損なわれる。２）上司の影響力が大きくなることで

部下が上司との関係に過敏になる。３）カンパニーを超えるような幅広い異動がかか

りにくくなる。４）管轄を超える異動では、カンパニーと本社人事部との個人情報の

非対称性が増大しカンパニーが人材の抱え込みを強める。 

（４）HRM における情報の非対称性問題 
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市場取引において一方の当事者が他方の知りえない情報をもっているとき、そこに

情報の非対称性があるという。情報の非対称性下における取引は逆選択（ adverse 
selection）をもたらす（Akerlof,1970）。A 社においても社内労働市場における異動（人
材取引）で玉石混交人事という逆選択が生じている。なぜなら、日常その人材を観察

している事業部門には、その人材が優秀かそうでないか、新しい職務に適任かそうで

ないか、という個人情報は豊富にある。しかし、本社にいる人事部は人事考課など標

語しか知らない。すなわち個人情報の非対称性がある。その際、管轄を超えるような

異動においては業績向上のインセンティブが勝る事業部門が、本人のキャリア希望や

適 性 と い う 個 人 情 報 を 隠 し て 機 会 主 義 的 に 適 材 を 抱 え 込 む こ と が あ る （ 平

野 ,2003a,2003b,2003c）。よく観察される人材の抱え込みという現象は情報の非対称性
によってもたらされる逆選択なのである。 

社内公募制度 

逆選択の解消方法としては、社内公募制度を導入し、人材流動化のマーケットをつ

くることが効果的である。そのことは A 社でも自覚されていて、現在ではイントラネ
ット上に公募された職務を社員が選択応募して異動するのが普通になっている。応募

は上司を介さず買い手の部門長や本社人事部にダイレクトに行われるので、秘密は厳

守される。それゆえ上司によって個人情報が隠されることはない。A 社では職等級制
度の導入およびそれに伴う人事権の分権化によって、人事部が一元的に異動を主導し

てきた日本企業の HRM と異なる構造がもたらされつつある。そして、社内公募制度
を機軸とする異動は、個人の側からの主体的な選択があってはじめて機能することに

なる。 

コンピテンシー・マネジメント  
A 社はこれをコンピテンシー・マネジメントで対応しようとしている。一般的にコ
ンピテンシーの抽出は次のような方法を用いて行われる（Briscoe＆Hall,1999; 藤
井 ,2002）。１）高業績者に共通する行動特性をＢＥＩ（behavioral event interview）
などによって抽出する帰納法（リサーチベース）、２）経営戦略からそれを実現する特

定の役割行動を類推する演繹法（戦略ベース）、３）企業理念や価値の背景情報から類

推する演繹法（価値ベース）である。同社のコンピテンシーはこれら３つのすべてを

取り込んでいて、共通コンピテンシー、プライマリーコンピテンシー、専門コンピテ

ンシーで構成される。専門コンピテンシーは各職務に求められる専門性であり、研究・

開発・生産系、SE 系、サービス系、事務系、営業系、スタッフ系の６つにわけて全部
で 800 項目抽出される。 
同社では、これら職務ごとのコンピテンシーが、「期待コンピテンシー」として社内

ネットで公開される。一方、社員一人ひとりの「保有コンピテンシー」も本人と上司

の面接を通じてアセスメントされ「個人カルテ」としてデータ化される。社内公募制

度における選抜は、期待コンピテンシーと保有コンピテンシーのマッチングをもって

行われる。さらに A 社では、個人のキャリア目標に照らして不足するコンピテンシー
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を補強するために「ラーニング・リソース・ガイド」という教育インフラを用意し、

社員は必要な教育メニューを自己選択できるようになっている。（図５参照）。同社で

はこの制度を活用することで情報の非対称性問題をある程度解消できると考えている。

とりわけ能力発見期かつ適性発見期であるキャリア初期段階はこの活用度・使用頻度

は高い。 

図５ A社のコンピテンシー・マネジメント

潜在能力

コ
ン
ピ
テ
ン
シ
｜

発揮能力

専門技術・知見・ﾉｳﾊｳ

基礎能力・スキル

価値観・性格特性

成果に直結する
行動特性・発揮能力

複合能力

今の自分

できる人・目標となる人
のモデル

明確なギャップ認識

トレーニングからラーニングへ

何がその人を“できる人”に
しているのか、を明らかにする
→コンピテンシー

出所：A社社内資料

 

コア人材の個別管理 

人事権の分権化にともなう個人情報の非対称性が拡大するなか、多くの社員のキャ

リア形成は事業部門に委ねられるようになる。他方、人事部が個別に管理し管轄を超

えるジョブローテーションを繰り返しながら経営者に育成していく次世代リーダーの

選抜も HRM の変わらぬ重要課題である。しかし選抜の対象を個人情報の蓄積の乏し
い若手にも広げていこうとすれば、適任者の発掘・選抜は個人情報の拡大に応じて一

層難しくなることが予想される。具体的にはファスト・トラック・プログラム（Fast 
Track Program）やサクセッション・プランなどの導入によって、これを解決してい
こうとする企業が少なくない。A 社も導入済みである。たとえばサクセッション・プ
ランでは将来を担うリーダーを先に選んで、育成という観点から職務が割り付けられ

る。A 社では選抜社員として 200 人程度をプールし本社が個別に人材開発する。これ
らの施策はいずれも個人情報の非対称性問題の統制のために、対象者をコア人材とし

て絞り込んで人事部で個別管理する方策と捉えうる。 

 

（４）自律型キャリアが要請される理由 
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このようなコア人材の絞り込みは「情報の粘着性（sticky information）」問題に関
わっている。情報の粘着性とは、企業が直面する問題解決にあたって「情報をその受

け手が利用可能なかたちで移転するのに必要な費用」のことである（von Hippel, 1994）。
情報の粘着性の決定要因は、情報の移転にあたって、（a）受け手が利用可能なかたち
に変換する費用、（b）移転する過程そのものにかかる費用の２つに分けることができ
る（椙山,2000）。さらに、 (a)は、情報そのものの性質（a-1）、情報の受け手と送り手
の性質に関わる (a-2)に分けられる。  
（ a-1） は 暗 黙 知 と 形 式 知 の 知 識 の ２ 類 型 化 に 関 わ っ て い る （ Nonaka & 

Takeuchi,1995）。キャリア志向や未だ顕在化していない能力あるいは育成の方向性な
ど曖昧で冗長的な個人情報（暗黙知）は、それが生成する場である個人の心性や職場

に粘着している。つまり人事考課や異動歴など標語（形式知）とは異なりその粘着性

は高い。したがって、それを異動や任用に使えるかたちに転換するには費用がかかる。    

(a-2)は事業部と本社人事部の間の信頼関係に関わっている。送り手（事業部）が受
け手（本社人事部）に情報ソースとして十分信頼されていなければ、情報の信憑性を

確認するのに費用がかかる。これまで日本企業の本社人事部は、研修の場や登用面接

のアセスセメントの機会を通じて情報収集に努めてきたし、個人の職務遂行能力の評

価を一元的に集約する強力な人事権のもとで、この費用を低減させることに成功して

きたといえる。しかし、人事管理の役割を担う主体の変化とともに、情報の非対称性

が拡大し、明文化しにくい情報がヨリ一層、個人ないし職場に粘着してしまう状況が

生まれている。コンピテンシーなど能力要件の形式化だけではカバーできない領域は

依然残るのである。 

情報の非対称性問題の本質的な解決方法は、個人が自己洞察を深め、キャリア意識

を高め、自分自身に関わる粘着的な情報を顕在化させていことである。単に啓蒙的・

規範的な理由ではなく、またエンプロイヤビリティの獲得のためという理由だけでは

なく、自律型人材が必要とされる構造的な理由がここにある。情報の粘着性を軽減し、

個人情報の非対称性を統制するという理由から主体的にキャリア選択を行なう人材が

要請される。それゆえ、企業は情報の非対称性問題の統制として、自律型キャリアを

支援する施策に費用をかけるようになりつつあるといえよう。 

 

４．製薬メーカーB 社のアンケート調査分析３ 
（１）リーダーシップ開発とキャリア発達 

問題はこのような自律型キャリア支援施策を肯定的に受け止め、主体的に活用する

人材をどのように育成していくかであるが、その出発点は自律型人材とはどのような

特性を備えているかを明らかにすることである。もとより、ある一定の人材タイプの

特性を識別しようとすれば、その特性によく当てはまる複数の人材を観察し、共通す

る資質や行動特性を帰納法的に抽出するという手法がとられることが多い。たとえば、

優れたリーダーの特性を明らかにしようとするーダーシップ論の多数の文献を渉猟す
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れば、優れたリーダーの今現在に顕在化している行動特性の共通性を抽出し、それを

一 定 の 範 囲 で 括 り と っ て 定 義 づ け る も の は 多 い （ eg., Tichy&Devana,1896; 
Kotter,1990）。高業績者に共通する特性を行動結果面接で抽出するコンピテンシーも
方法論的には同じである。しかし、リーダーシップを開発するのに従来型コンピテン

シーによるリーダー育成方法には限界がある（McCall,1998）。行動特性が把握された
としてもそのようなコンピテンシーを身につける経路は多様だからである。それゆえ

リーダーシップ開発に重要であるのは、仕事の場でリーダーシップを発揮する経験（キ

ャリア発達）を通じてだという当たり前のことをしっかりと受け止めた研究がようや

くで始めている（金井・守島・金井 ,2003）。  
たとえば、McCall ら（1988）はリーダーシップの獲得は経験から教訓を得てそれを
能力に変えていく学習力であると唱える。また Briscoe & Hall(1999)はメタコンピテ

ンシー（他のコンピテンシーを獲得するための個人の能力に影響を及ぼす非常に強力

なコンピテンシー）という概念を提唱する。彼らによればキャリア発達にかかるメタ

コンピテンシーはアイデンティティと適応力である。適応力を有する人は、将来のパ

フォーマンスにとって何が重要であるかを分別し、ニーズに応じて必要とされる自己

変革をすることができる。しかし適応力だけでは不十分であり、「自分に関連するフィ

ードバックを収集し、正確な自己認識を確立し、適切な自己概念を変革する能力」で

あるアイデンティティを確立しなければならない。双方が備わることによりはじめて

「学習の仕方を学ぶ」ことができる。このような学習重視の人材開発とキャリア発達

を結びつけるのが「分化に応じた統合」に注目する Transition 論である。  

 
（２）自律型キャリア発達モデル  

Nicolson ら（1988）が提示したトランジション・サイクル・モデルは、１）新しい
世界に入る準備段階、２）いろいろ新たのことに遭遇する段階、３）新しい世界に徐々

に順応していく段階、４）もうこの世界には新しいとはいえないほど慣れて安定した

段階の円環である。キャリアはこのサイクルが何回も周回していく分化の軌跡と捉え

られる。その際、Transition 論はサイクルの移行期でこれまでのキャリアの来し方を
回顧し、そこに意味ある一貫性（統合）を見出しながら将来のキャリアを展望するこ

との大切さを強調する。というのは、Transition 論では、サイクルの終焉をきちんと
意識し、その経験を次のサイクルに意味づけ統合することが適応力に富んだキャリア

発達を促す（できなければ停滞する）と考えるからである（Bridges,1980）。Planned 
Happenstance 論に依拠しても、やはり分化に応じてキャリアを貫くテーマ性ないし統
合があったほうが良い。 

すなわち、自律型人材とはこれまでさまざまに分化してきた経験の束―なかでも自

己変革を迫られるような「一皮むけた経験」（金井 , 2002b）―から得た教訓を学習し、
今このキャリアに統合しながら将来を展望できる人材である。平野(1999）は、キャリ
アの「分化に応じた統合」というテーマにおいて、過去の経験の束を紡ぐキャリアの
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「回顧」からどのように意味づけ、その延長においていかに未来に向けて発達の方向

と可能性を「展望」するのかという内面的な問題に答えるため、キャリア・ドメイン

（一見非連続な職歴の集積であっても、そのキャリアを貫くテーマ性）というコンセ

プトを概念化している。 

回顧 

「回顧」は、長いキャリアの歩みにおいて「今－この」節目を起点に、組織特性な

どの外的な影響を受けつつ、自己概念など内的要素に照らして過去のキャリアの流れ

の中に潜んでいる一定のパターンを読み取り、秩序立てた意味を形成することである

（Weick,1979）。つまりキャリアは客観的には同じような経験を積んだとしても（外的
キャリア）、経験をどのように意味づけたのかによって、さらにトランジション・サイ

クルの終焉をキャリアの節目と認識するかどうかによって異なる（内的キャリア）。そ

れゆえ「回顧」はまず節目を認識することから始まる。そして、節目の経験から得ら

れた教訓は、今この仕事にうまく統合されて生かされてこそ、その人の適応力あるキ

ャリア発達を促す（金井 ,1996b）。 
展望 

「展望」は職位・職務に対する誘意性―具体的には目標（Will）―と職位・職務を
手に入れることに対する自己効力感（Can）の積和である（平野 ,1999）。また、目標・
自己効力感ともに、その人にとって所与のものではなく、キャリアの進展に応じて徐々

に形成されてきたものであるから「回顧」の延長線にある。そこにはキャリアを貫く

テーマ性があったほうが良い。しかも、その際、組織内キャリアであれば、組織から

要請される役割期待（ Should）についての洞察がともなわなければならない
（Schein,1995）。組織内キャリア発達であれば、目標（Will）・自己効力感（Can）・
役割期待（Should）の重なり合う領域にあってこそ自律した個人のあるべきキャリア
選択となる（本城・山田 ,2000）。 
要するに自律型人材とは、これまでの分化した経験を回顧して、「今この仕事」に意

味づけながら将来を肯定的に展望する人材である。この一連の心理的メカニズムを「統

合」と呼ぼう。「統合」を構成する次元は「回顧」と「展望」であって、後者は前者に

よって規定されよう。「回顧」は、節目の認識ができたか、経験から教訓を得たか、教

訓を「今この仕事」に生かしたかに関わっていよう。他方、「展望」は、選択する職位・

職務にたいする目標（Will）、それを手に入れていけるという自己効力感（Can）、組織
から期待されている自分の将来の役割に対する認識（Should）、によって構成されよう。
その際、時間軸はさまざまに設定されようが長期（5～10 年）が望ましかろう。その
上で、現在と望ましい将来の状態のギャップの認識ができよう。あとは偶然の機会に

うまく対応しながら能動的に問題解決を実践していけばよい。図６ようにモデル化で

きよう。 
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分化（経験の束）

図６ 自律型キャリア発達モデル

節目

一皮むけた
経験

今このキャリア

現在の状態

５～10年後の職務

望ましい状態

時間軸節目

一皮むけた
経験

回 顧
・節目を認識する
・経験から教訓を得る
・教訓を意味づける

展 望
・キャリア目標ラインアップ（Ｗｉｌｌ）
・自己効力感(Can)
・役割期待との整合(Ｓｈｏｕｌｄ)

・「現在の状態」と
「望ましい状態」
のギャップの認識
・問題解決行動

キャリア･ドメインに導かれる

統合

 

（３）「統合」の尺度構成  
目的 

モデルの「統合」の内部構造を明らかにするために、質問項目を仮設した上で、因

子分析によって複数の下位次元の弁別妥当性を検証し、統合の程度を測定する尺度を

作成することを目的とした。 

手続きと被調査者 

 2003 年６月から９月にかけて実施された B 社の 30 歳の年齢ポイントの社内キャリ
ア研修の事前課題として調査票を配布し、研修当日に回収した。回収数は 41（男性 30
名、女性 11 名）サンプルで、担当職務はＭＲ（医薬情報担当）、研究開発、生産、管
理部門にまたがる。学歴は大卒および大学院卒である。 

調査用紙の構成 

「統合」を構成する次元は｢回顧｣と「展望」である。「回顧」は「過去のキャリアを

振り返り、キャリアにとっての節目を認識し、そこでの経験から得た教訓を、現在の

仕事に意味づけること」と定義する。下位尺度として、イ）節目の認識、ロ）経験か

ら教訓を得る、ハ）経験を今この仕事に意味づける、の３つを設ける。展望は「組織

の役割期待（Should）とすり合わせた将来の目標（Will）にむけて、自己効力感を持
って必要な経験を揃えること（Can）」と定義する。下位尺度は、ニ）キャリア目標の
ラインアップ（Will）、ホ）自己効力感（Can）、へ）役割期待と目標との整合（Should）
の３つを設ける。質問項目は「回顧」で 11 項目、「展望」で 12 項目を仮設し、それぞ
れ①そう思う（あてはまらない）１点から、⑤そう思う（あてはまる）の５点まで、

５件法で回答を求めた。 
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因子分析  
主成分法による因子分析は「回顧」11 項目、「展望」12 項目についてそれぞれ行っ
た。固有値が 1.0 以上の３因子を抽出しバリマックス回転を行った。「回顧」3 項目、
「展望」3 項目は２因子に負荷量が高く、因子的に曖昧であったために以後の分析から
除去し、「回顧」８項目、「展望」９項目で第２回の因子分析を行った。以上の手続き

によりモデルのとおり、「回顧」および「展望」とも３因子が得られた（表２および表

３参照）。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
回顧  
「回顧」の第１因子は“仕事上の経験から学んだ教訓がある”などからなり「教訓

の獲得」と命名した (クロンバックの信頼性係数αは .69)。第２因子は“このキャリア
を振り返り一皮むけた仕事上の経験と呼べるものがある”などからなり「節目の認識」

と命名した（αは .83）。第３因子は“これまでの仕事上の経験は「今この仕事」にと
って意味がある”などからなり「経験の意味づけ」と命名した（αは .76）。下位尺度
はいずれも信頼性を有していると考えられる。  
展望  
「展望」の第１因子は“この会社が私に将来期待している役割がイメージできる”

などからなり「役割期待の明瞭さ（Should）」と命名した（αは .79）。第２因子は「私
はどんな状況にも対処できる自信がある」などからなり「自己効力感（Can）」と命名
した（αは .81）。ただしこの因子にかかる自己効力感は B 社内に限定されておらず社
外にも通じるエンプロイヤビリティとしての自己効力感と捉えうる。第３因子は“私

は目標とする職位・職務がある”などからなり「目標（Will）」と命名した（αは .53）。
αはその特性上２個の質問項目から変数を構成している場合に小さくなるので、下位

尺度はいずれも信頼性を有していると考えられる。  

表２  

「回顧」の尺度の因子分析結果  

表３  

「展望」の尺度の因子分析結果  



 16

下位尺度間の構造  
 「展望」に対する規定因として「回顧」がどのように影響しているかを見るために

重回帰分析を行った（表４参照）。結果は、「目標 (Will)」については有意ではなかった。
「自己効力感（Can）」の規定因には「節目の認識」が抽出される。ただし、10％水準
で、かつ調整済 R2 乗も低い（ .16）。「役割期待（Should）」は３つの下位尺度が規定
因となっている。調整済 R2 乗も .42 であり一定の説明力を有している。ただし「教訓
の獲得」尺度は負の影響を与えている。これはこの尺度がすべての仕事にはそれ相応

に教訓が潜んでいるという心理に対するものであると推測される。つまり、自分自身

の役割期待を固定することなく与えられた職務において、そこでまた意味ある教訓を

獲得できるという認知にたいするものであろう。全体としては「役割期待の明瞭さ

（Should）」は「回顧」によって規定されるといえるが、他はそうともいえない結果と
なった。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）「展望」がもたらすもの  
 さてモデルでは、「展望」は、「現在の状態と望ましい状態のギャップの認識」およ

びそのギャップを埋めようとする「能動的な問題解決行動」を促すとした。すなわち

「展望」は、リヤリティの乏しい願望ではなく、ギャップの現実的な洞察とその低減

行動と考えている。自律型人材とは、自ら不一致を生むような挑戦的な目標を立て、

前向きに働きかけることによって自分の行為を動機づけ導いていく。そして自分の持

つ能力を総動員して目標達成のために努力する。ひとたび、この目標を達成すれば、

自己効力感の強い人はさらに高い目標を設定する。さらなる挑戦は新しいギャップを

生み、またそれを制御するといった二重三重のギャップの制御行動とイメージできよ

う。それゆえ自律型人材は組織が行う様々なキャリア支援施策を能動的に活用しよう

とするであろう。  
その基礎となるのが「仕事意欲（work motivation）」である。そこで発見型分析と
して、「展望」を構成する「役割期待の明瞭さ（Should）」、「自己効力感（Can）」、「目
標（Will）」が、「仕事意欲」および「キャリア公式サポートの受け止め方」とどのよ
うな規定関係を構成するのかを分析してみた。   

「仕事意欲」の多数の文献を渉猟しその構造を明らかにしようと試みた日本労働研

表４  
「回顧」と「展望」の重回帰分析結果  
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究機構（1994）がある。ここではそれにならって、「仕事意欲」の主たる構成要素とし
て「職務満足」、「組織コミットメント」、「職務関与」の３つの次元を想定し、「展望」

を構成する３尺度を独立変数とする重回帰分析を行った（表５参照）。各次元の概念と

対応する質問項目は以下のとおりである。  
職務満足 

 個人的欲求を充足しうる職務要因の種類に注目して、職務満足は、イ）仕事自体へ

の満足」、ロ）対人関係への満足、ハ）待遇への満足、ニ）組織への満足、の４次元を

選択することができる（坂下 ,1985）。具体的な質問項目は、｢仕事の内容や達成度など
仕事自体」、「職場の雰囲気や人間関係」、「職位・昇格・給与など待遇」、「会社の社会

的イメージなど会社自体」である。スケールはおのおのについて、１．満足していな

い、から、５．満足している、の５件法で、尺度は４項目の合成である。 

組織コミットメント 
Mowdy ら（1979）は組織コミットメントを、イ）組織の目標や価値を進んで受け入
れ、強く信じていること、ロ）組織のためにすすんで貢献しようとすること、ハ）そ

のために組織の一員であることを強く望んでいること、としている。また、Meyer & 
Allen（1990）は、組織コミットメントの構成次元として、１）情緒的コミットメント
（組織と感情的に同一化する、および関与の程度）、２）継続的コミットメント（組織

の成員でいることの便益と費用の関数、退社によって失うものが多ければ高まる功利

的関与）、３）規範的コミットメント（組織に留まったほうがよいとする道徳的観念）、

を挙げている。 

ここでは選択的に「情緒的コミットメント」と「継続的コミットメント」の２つを

対象とする。前者は転職や退職の意思ないし行動を低減させ、またパフォーマンスに

たいしても弱いながらも有意な関係にあることが知られている。たいして後者のパフ

ォーマンスとのかかりあいは統計的に有意でないか無相関である。使用した具体的な

質問項目は高橋（2002）を参照されたい。スケールは５件法で、尺度は対応する 12
の質問項目の合成である。  
職務関与 

Blau（1985）は職務関与について、「個人が心理的に自分の職務に同一化している
程度」と定義している。この職務関与の定義にたいして片柳（1992）は職務関与のう
ちの認知的側面しか表していないと指摘し、職務関与には、イ）認知的側面（心理的

状態）、ロ）情緒的側面（好意）、ハ）行動的側面（行動する意志）の３つの側面があ

るとしている。ここではそれにならおう。具体的な質問項目は、義村（1994）を参照
し、｢仕事場を離れても今の仕事で明日何をしようか考えている｣、｢今の仕事には興味

を持っている｣、｢この仕事で発言する機会がないとつまらない｣、｢家に帰ってからも

やり残した仕事が気にかかる｣、｢今やっている仕事が好きである｣、｢今の仕事を自分

でいろいろ工夫して改善していきたい｣である。スケールは５件法で、尺度は６項目の

合成である。 
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組織によるキャリア公式サポート  
Ｂ社のキャリア公式サポートは以下の４つである。イ）社長答申制度（自分のやり

たい仕事を社長に文書で直接答申する）、ロ）自己申告制度（自分のキャリア目標を人

事部長に答申する）、ハ）自己啓発（通信講座）援助助成、ニ）選択型自主参加研修制

度。質問は「おのおのの会社施策があなたのキャリアプランを実現するにあたってど

の程度役に立つか」であって、点数が高いほどその施策が自分の役に立つと認知して

いることを示す。スケールは５件法で、尺度は４項目の合成である。 

結果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表５は重回帰分析の結果である。分散分析（Ｆ値）が有意でない「継続的コミット

メント」以外は、「展望」の下位尺度―「仕事意欲」と「キャリア公式サポートの受け

止め方」―と規定関係があるといえる。将来の「役割期待」が明瞭であれば、「職務満

足」、「情緒的コミットメント」、「職務関与」は高まる。「目標」があれば「情緒的コミ

ットメント」は高まる。しかし「自己効力感」は「仕事意欲」のすべての変数と有意

な関係にない。これはエンプロイヤビリティ（他会をも含めた就業可能性）は今現在

の仕事を動機付ける変数ではないことを示している。  
他方、公式サポートの受け止め方は、将来の「役割期待」と「目標」が明瞭である

に応じてポジティブになる。組織が用意する様々なキャリア公式サポートは「展望」

の程度に応じて、その有効性は異なることを意味しよう。  
 
（５）「統合」を規定するもの  
 それでは「統合」を規定する要因は何であろうか。すなわち、様々に分化した経験

の束から、教訓を獲得し、それを「今この仕事」に意味づけ、将来を展望するという

「統合」のメカニズムは何によって高まるのであろうか。むろんこのような「統合」

の個人差は様々な要素によって規定される。たとえば、能力・適性・パーソナリティ

など（個人の内的因子）や、戦略・組織風土・ジョブロテーションなど（組織的因子）

のミクロの規定因が想定できよう。他方、性差・家庭環境・教育など（社会的因子）

や、景気・技術的変革など（経済的因子）も想定できよう（Super&Bohn, Jr.,1970）。後

者は個人および組織の統制範囲を超えるいわば偶然の産物である。たいしてミクロ的

表５  
「展望」のもたらすもの  
重回帰分析結果  
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因子は意識的に統制していくことも可能であろう。すべての変数を「統合」の規定因

として分析の遡上にのせることは現実的ではないが、ここでは組織的因子、なかでも

自律型キャリア発達を支援する要素として「上司との垂直的交換関係」に注目しよう。 

上司との垂直的交換関係  
キャリア発達の規定因に上司との関係を置き分析したものは多い（ eg．，

Berlew&Hall,1966；Graen,1976）。なぜなら上司は部下の誰とも等価なコミュニケー
ションをするのではなく、信頼できる部下とそうでない者とでは交換関係の質が異な

るからである。さらにはその交換関係のありようは時間的経過を経て職務遂行と結び

つく。このような上司との垂直的交換関係が重要であることは、デパート組織の大卒

新入社員を対象とした若林ら（1980）の調査によって実証されている。上司との垂直
的交換関係とは、上司と本人の対人相互作用であって、具体的には役割期待の交換と

役割の自由度の提供である。これら先行研究の知見から、「上司との垂直的交換関係」

の良好さが自律型キャリア発達を支援することが推測される。具体的な質問項目は働

く女性のキャリア発達を上司との垂直的交換関係から分析した金井（2000）における
９項目を用いた。具体的な質問項目は金井(2000,38 頁)を参照されたい。 
また、垂直的交換関係のなかには上司のメンタリング行動も含まれるであろう。メ

ンタリング機能はキャリア支援と心理社会的支援の２つがある（Kram,1988）。そこで
前者のキャリア支援機能に対応する質問項目を、小野（2003）を参照に、以下の４項
目追加した。「上司はあなたの希望する仕事を積極的に割り当ててくれた」、「上司は仕

事生活における今後の進路などについてアドバイスしてくれた」、「上司は私に別の職

場に異動したり、より高度な仕事をする時に必要となる知識・技能を身につける機会

を与えてくれた」、「上司は上の地位の人や他部門の人にあなたのアイデアや計画を説

明する機会を与えてくれた」である。おのおの Kram の唱えるキャリア的機能―スポ
ンサーシップ、コーチング、挑戦的な仕事の提供、推薦と可視化―に対応している。

スケールは５件法で、尺度は 13 項目の合成である。  
結果は表６に示すとおりである。上司との垂直的交換関係は「回顧」と「展望」の

規定因であるといえる。下位尺度としては、「教訓獲得」、「経験の意味づけ」、「役割期

待の明瞭さ」が有意である。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 

表６  
「回顧」と「展望」に対する  
上司との垂直的交換関係の  
単回帰分析結果  
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５．要約と結論  
 ２つの RQ に対する結論は以下のとおりである。第１に企業が自律型キャリアを奨
励するのは組織モードの変容に根ざしている。その内実は、情報システム特性の集中

化（管理的・業務的決定の分権化とモニタリング強化に特徴づけられるカンパニー制

への移行）と人事管理特性の分権化（職務等級制度への転換）である。というのは職

務を主体として社員を序列化する職務等級制度は情報システム特性の集中化と補完的

であるからである。しかしその際、格付けの決定権はラインマネジャーに移る。した

がって、これまで一元的に人事情報を収集管理していた人事部の役割は変容し、個人

情報の非対称性は拡大する。管轄を超えるような異動では人事部が情報の非対称性問

題を統制しなければならないから、費用の節約からも、人事部管理の対象者は少数に

絞り込まれる。FTP やサクセッションプランはその工夫である。  
他方、多くのふつうの人材のキャリアの計画統制はラインマネジャーに委ねられる。

同時にキャリアはひとつの職能部門や事業部門に閉ざされながら適材の抱え込みが強

まる。人材の抱え込みは人材配置・育成の全体最適にとってマイナスであるから、企

業は情報の非対称性問題を統制しようとし、自律型キャリアを支援する様々な施策に

費用をかけるのである。   
すなわち、適性や能力に鑑みてキャリアを発達させていこうとすれば、自らキャリ

アを選択する自己人事が必要となる。したがって本研究の実践的含意は、人事権の所

在の変化に応じて自律型キャリア支援施策の必要度は異なるということである。言い

換えればこれまでの様式化された日本型 HRM を維持する企業にはそのニーズは少な
いといえる。  
 第２に、しかし多くの日本企業は社員の格付け制度を職務主義の概念を取り入れて

再構築しようとしている（平野 ,2003ｄ）。そうであれば個人の自律型キャリア意識の
醸成が求められる。しかし、これまで人事部管理のもとでキャリア形成を行ってきた

人材のタイプはたやすく変わらない。それゆえ自律型人材の特性を明らかにする必要

が出てくる。そこで本研究は自律型人材の「統合（回顧と展望）」の程度を測定可能な

ものにする尺度を導出した。因子分析の結果は「回顧」・「展望」とも各々３つの因子

を抽出し弁別妥当性を確認した。前者が「節目の認識」・「教訓の獲得」・「経験の意味

づけ」、後者が「目標（Will）」・「自己効力感（Can）」・「役割期待の明瞭さ（Should）」
である。そして「展望」の高まりに応じて「職務満足」・「情緒的コミットメント」・「職

務関与」といった「仕事意欲」は高まる。また「展望」の程度に応じて「キャリア公

式サポートの受け止め方」は肯定的にも否定的にもなる。  
本研究の実践的貢献は、「統合」の指標化によって、ホワイトカラーの早期選抜や社

員全体の底上げに利用できることにある。企業における人材開発は職務が要求するコ

ンピテンシーと保有能力にあえて不均衡を作り出すことで行われるが、そこに２つの

リスクがある。第１に不慣れな職務に従事することで生産性の一時悪化を生じさせる

こと、第２に時に応じて脱線してしまう可能性があることである。そうであれば、個
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人が不均衡を乗り越えることができるかどうかを、「統合」の尺度であらかじめ測定し、

選抜することができる。また全体の底上げという意味では、この尺度を用いた調査を

連続的に実施することで、社員の「統合」の程度がどれくらい高まったかを分析でき

る。他方、「統合」を高めるためにはどうしたらよいか、ということについては本研究

では「上司との垂直交換関係」を照射した。そこにアプローチすることで自律型人材

を増やすことができる。 

本研究の理論的貢献はこれまで仕切られて論考されることが多かった心理学領域の

内的キャリア論と経済学ないし経営学領域の人的資源管理論を接合し、両者は互いに

分かちがたく結びついていることを明らかにしたことにある。主観的キャリアは客観

的な制度ないしシステム変化の影響を免れないのである。むろん本研究はサンプルが

少なく一般化するには更なる追試が必要である。また自律型人材の特性が明らかにな

ったとしても、それがどのように形成されていくのかというプロセスは「上司との垂

直的交換関係」のみしか議論できていない。自律型人材を育成する方法論の研究と実

践のさらなる蓄積が今後の課題である。 

 [2003.12.30 667] 
                                            
｢注｣ 
１  たとえば慶應義塾大学の花田光世教授が代表を務めるキャリア・リソース・ラボラトリ  
 ーは、キャリアに関する様々な理論や実践プログラムの開発を行い、産業界から注目を

浴びている。花田・宮地・大木（2003）を参照されたい。  
 
２  Erikson の８段階からなる漸成説（epigenetic theory）の第８段階の発達課題が統合で
あることを想起されたい。  

 
３ 質問調査票は、神戸大学専門職大学院（MBA プログラム）のキャリア研究チームの田
中亮偉、福武基裕、園田龍太郎、葭崎真裕と共同開発した。おのおの研究成果は修士

論文としてまとめられているが、そのエッセンスは、奥林康司・平野光俊編著『キャ

リア開発と人事戦略』中央経済社（近刊）にて公表予定である。  
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                                        因子負荷量 

                               教訓獲得   節目認識       意味づけ 

 

1-9  全ての仕事上の経験には、何かしらの教訓が潜んでいる。     .86           .11              -.14 

1-2 仕事上の経験から学んだ教訓がある。                         .79             .06               .23 

1-6 キャリアのあり方を深く内省するような仕事上の経験を         .66             .30               .13 

したことがある。 

1-4 それまでの自分から変わったと実感するような仕事上の         -.06            .93               .11 

経験がある。 

1-8 これまでの仕事の中で、自己変革をせまられるような経験       .36             .75               .20 

をしたことがある。 

1-1 これまでのキャリアを振り返り、一皮むけた仕事上の経験       .51             .75               .08 

と呼べるものがある。 

1-3 これまでの仕事上の経験は「今この仕事」にとって             .11             .03               .90 

意味がある。 

1-11(R) これまでの仕事上の経験は「今この仕事」には              .03             .25               .87 

    役立たない。 

固有値                                                         3.41            1.50              1.15 

説明された分散の比率（累積）%                                42.64           61.40             75.72     

信頼性係数                                                     0.69            0.83              0.76 

 

(削除項目) 

1-5  自らの成長にとって無意味だった仕事上の経験がある。         

1-7 これまでの仕事上の経験に一本筋を通すことは難しい。 

1-10 これまでの仕事上の経験は平坦なものだった。 

質問項目 

 (R)は逆転尺度で分析時に調整済み 

表 2 「回顧」の尺度の因子分析結果 
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                                        因子負荷量 

                             役割期待(Should)  自己効力感(Can)     目標(Will) 

 

2-10(R) 自分のキャリア目標を実現するために必要な経験         .84                .04              -.10 

が良くわからない。 

2-7(R) 私は仕事上でこれから進むべき道がわからない。             .78                .19               .14 

2-9    私のやりたい仕事はこの会社の中にある。                   .77                .13               .23 

2-3    この会社が私に将来期待している役割がイメージ             .61                .32               .19 

できる。 

2-5    私はどんな状況にも対処できる自信がある。                 .13                .91               .04 

2-11    私はどんな仕事でもこなせる自信がある。                   .08                .89               .04 

2-8    私は他の会社でもやっていける自信がある。                 .44                .64              -.04 

2-12    私のキャリア目標に近付くような異動を経験する            -.04               -.06               .88 

ことができる。 

2-4    私には目標とする「職務」「職位」がある。                  .36                .13              .72 

 

固有値                                                         3.56              1.53              1.15 

説明された分散の比率（累積）%                                39.50            56.47             69.19    

信頼性係数                                                     0.79              0.81              0.53 

 

(削除項目) 

2-1 自分のキャリア上の目標といえるものがある。 

2-2 私は自分のキャリア目標を実現する自信がある。 

2-6 会社が私に期待する役割は、私のやりたいことと一致している。 

表 3 「展望」の尺度の因子分析結果 

質問項目 

 (R)は逆転尺度で分析時に調整済み 
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表４「回顧」と「展望」の重回帰分析結果    Ｎ＝４１ 

従属変数      役割期待（Should） 自己効力感（Can） 目標（Will） 

調整済 R２           .42                 .16               ― 

分散分析(F値)           10.27**             3.43*       ― 

（独立変数）        

教訓の獲得                 -.24＋                 .12            ― 

節目の認識                  .63**                .30＋                 ― 

経験の意味づけ              .29*                .20       ― 

数値は標準化係数β値 p**< .01 , p*< .05,  p+< .1  
 

 
従属変数 

 

調整済 R２ 

分散分析(F値) 

（独立変数） 

役割期待（Should） 

自己効力感（Can） 

目標（Will） 

職務満足 

 

.16 

3.57* 

 

.48** 

-.26 

.10 

情緒的 

コミットメント 

.27 

5.87** 

 

.35* 

-.03 

.36* 

関心 

 

.18 

3.82* 

 

.47** 

.04 

.01 

公式サポートの

受け止め方 

.29 

6.55** 

 

.42** 

-.11 

.33* 

数値は標準化係数β値  p*< .01, p**< .05 

表５「展望」のもたすもの（重回帰分析結果） 
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従属変数    回顧  教訓獲得  意味づけ   展望   役割期待(Should) 

調整済 R２      .12       .13         .10          .11           .16 

分散分析(F値)   6.11*     6.63*       5.24*        5.57*         8.30** 

（独立変数） 

上司との        .38*      .39*         .35*         .36*          .42** 

垂直交換関係 

数値は標準化係数β値 p*< .01, p**< .05 

表６ 「回顧」と「展望」に対する上司との垂直的交換関係の単回帰分析結果 
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